
 

 

文教委員会議案説明資料 

 

 
令和２年７月３日 

 

件   名  頁 

 

（教育指導部）   

１ 第９５号議案 足立区義務教育施設建設資金積立基金条例の一部を改正する条例…  ２ 

    

（子ども家庭部）   

２ 第７７号議案 足立区青少年問題協議会条例の一部を改正する条例………………  ６ 

３ 第７８号議案 足立区立保育所の指定管理者の指定期間延長について……………  ８ 

４ 第９６号議案 調停の申立てについて………………………………………………… １２ 

５ 第９７号議案 調停の申立てについて………………………………………………… ２３ 

６ 第９８号議案 調停の申立てについて………………………………………………… ２５ 

７ 第９９号議案 調停の申立てについて………………………………………………… ２７ 

８ 第1 0 0号議案 調停の申立てについて………………………………………………… ２９ 

 

 

（ 教 育 委 員 会 ） 
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第 ９ ５ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件    名 足立区義務教育施設建設資金積立基金条例の一部を改正する条例 

所管部課名 教育指導部教育政策課 

内 容 

 

足立区義務教育施設建設資金積立基金条例の一部を改正する。 

 

１ 改正の理由 

用途が学校施設建設等に限定されている「基金条例」について、ＩＣ 

Ｔ教育環境整備やその定期的な更新に要する費用にも、基金の活用が可 

能となるよう、条例の一部を改正するものである。 

 

児童・生徒１人１台の端末と高速大容量のネットワーク環境の一体的 

な整備等を図り、子どもたちの情報活用能力をはじめとする資質・能力 

を育むことは、国が掲げる不可避な教育施策となっている。 

 足立区では、文部科学省「ＧＩＧＡスクール構想」等の国庫補助事業 

を最大限に活用し、今後の教育ＩＣＴ環境整備に着手することとした。 

しかし、児童・生徒約４万５千人に対する端末の整備をはじめ、それら 

の機器更新、通信環境のリニューアル等には、４年前後のサイクルで学校

施設の建設や改築等と同等以上の莫大な費用が必要となる。 

 今回の条例改正による基金の活用は、こうした巨額の予算を要する国の

施策や制度に対応するための「特例的な措置」であり、今後も基金の設置

目的に沿った、厳格かつ適切な運用に努めていく。 

 

２ 主な改正内容 

（１）題名 

   条例の題名を「足立区義務教育施設建設等資金積立基金条例」に 

改正する。 

 

（２）設置目的（第１条関係） 

   基金の設置目的に、『及び義務教育において情報通信技術を活用す 

るための義務教育施設等の整備（以下「教育ＩＣＴ環境整備」とい 

う。）』を加える。 

 

（３）処分事由（第６条関係） 

   基金の処分事由を、「義務教育施設建設資金」から「義務教育施設 

建設又は教育ＩＣＴ環境整備の資金」に改める。 
   ※詳細は、P４、５の「新旧対照表」を参照。 

 

３ 施行年月日 

  公布の日から施行する。 
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４ 【参考】想定している基金の用途例 

  ① 国の補助事業を活用した児童・生徒１人１台のＰＣ端末の整備 

  ② 児童・生徒用、教員用ＩＣＴ機器の定期的な更新 

③ 校内通信環境の整備・更新 等 

 

今後の方針 

 

 

 

 



 

 

4 

足立区義務教育施設建設資金積立基金条例の一部を改正する条例 新旧対照表 
 

 改  正  前 改  正  後 

○足立区義務教育施設建設資金積立基金条例 

平成４年３月31日条例第33号 

 

 

（設置） 

第１条 義務教育施設建設の資金に充てるため、足立区義務教育施設

建設資金積立基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 

（積立） 

第２条 基金として積み立てる額は、足立区一般会計歳入歳出予算（以

下「予算」という。）の定めるところによる。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ

有利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券

に代えることができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる益金は、予算に計上して、この基金に

繰り入れるものとする。 

（繰替運用） 

第５条 区長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰り戻し

の方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰

り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 区長は、必要があると認めるときは、基金の全部又は一部を

義務教育施設建設資金として処分することができる。 

 

 

○足立区義務教育施設建設等資金積立基金条例 

平成４年３月31日条例第33号 

 

 

（設置） 

第１条 義務教育施設建設及び義務教育において情報通信技術を活用

するための義務教育施設等の整備（以下「教育ICT環境整備」という。）

の資金に充てるため、足立区義務教育施設建設等資金積立基金（以

下「基金」という。）を設置する。 

（積立） 

第２条 基金として積み立てる額は、足立区一般会計歳入歳出予算（以

下「予算」という。）の定めるところによる。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ

有利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券

に代えることができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる益金は、予算に計上して、この基金に

繰り入れるものとする。 

（繰替運用） 

第５条 区長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰り戻し

の方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰

り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 区長は、必要があると認めるときは、基金の全部又は一部を

義務教育施設建設又は教育ICT環境整備の資金として処分すること

ができる。 
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 改  正  前 改  正  後 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理について必要な事

項は、区長が定める。 

 

 

 

 

 

 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理について必要な事

項は、区長が定める。 

 

 付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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第 ７ ７ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 足立区青少年問題協議会条例の一部を改正する条例 

所管部課名 子ども家庭部青少年課 

 

内 容 

 

 

１ 改正の理由 

青少年問題対策における、学識経験者の専門的な観点をより広く

取り入れるために、足立区青少年問題協議会条例の一部を改正す

る。 

 

２ 主な内容 

第３条中「委員６３人以内」を「委員６５人以内」に改め、学識経

験者の人数を定める同条第３号中「３７人以内」を「３９人以内」に

改める。※新旧対照表（Ｐ７）のとおり。 

  現在、学識経験者として、足立区立小・中学校長会、足立区立

小・中学校ＰＴＡ連合会、足立区私立幼稚園協会、区内都立高等学

校校長等の代表を委員としているが、足立区立民間保育園連合会、

区内私立高等学校校長の代表を委員に加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

 

公布の日から施行する。 
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足立区青少年問題協議会条例の一部を改正する条例 新旧対照表（改正条文のみ）（案） 
 

 改  正  前 改  正  後 

足立区青少年問題協議会条例 
（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者につき、区長が任命又は委嘱する委員６３人

以内をもって組織する。 
（１） 足立区議会議員 ４人 
（２） 足立区教育委員会委員 １人 
（３） 学識経験者 ３７人以内 
（４） 関係行政機関等の職員 ８人以内 
（５） 足立区に勤務する職員 １３人以内 

 

 

足立区青少年問題協議会条例 
（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者につき、区長が任命又は委嘱する委員６５人

以内をもって組織する。 
（１） 足立区議会議員 ４人 
（２） 足立区教育委員会委員 １人 
（３） 学識経験者 ３９人以内 
（４） 関係行政機関等の職員 ８人以内 
（５） 足立区に勤務する職員 １３人以内 

 
 

付 則（令和２年  月  日条例第  号） 

この条例は、公布の日から施行する。  
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第 ７ ８ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 足立区立保育所の指定管理者の指定期間延長について 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

  足立区立新田おひさま保育園の指定期間は令和２年度末までである

が、新田地区には他に公設民営保育園が２園あり、この２園の指定期

間が令和４年度末までとなっている。 

  新田地区の人口は減少傾向にあり、今後の保育定数を慎重に分析・

検討する必要がある。そうした状況の中、新田おひさま保育園の指定

管理期間を２年延長し、他の２園と期限を合わせ、保育施設の再編を

検討する。 

指定期間延長については、足立区子ども施設指定管理者等選定審査

会に諮問し、延長が適当であるとの答申を得た。 

 

 

（図）新田地区公設民営保育園の指定管理期間 

 

 

２ 選定内容 

（１）対象施設 

  ア 名 称 

足立区立新田おひさま保育園 

イ 所在地 

足立区新田三丁目１４番３号 

（２）現指定管理者 

  ア 事業者名 

社会福祉法人太陽会（理事長 小倉 將信） 

  イ 所在地 

足立区鹿浜五丁目２８番１８号 
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（３）指定延長期間 

   令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの２年間 

（４）子ども施設指定管理者等選定審査会概要 

  ア 開催日 

    令和２年３月２６日（木） 

イ 審査会委員の構成（令和２年３月２６日現在、合計９名） 

 

種 別 氏 名 役 職 等 

学識経験者 

（有識者含む） 

野口 晴子 

【会長】 

早稲田大学政治経済学術院 

大学院政治学研究科 教授 

佐々木 由美子 

【副会長】 

東京未来大学こども心理学部 

こども心理学科 教授 

林 友子 帝京科学大学教育人間科学部 

幼児保育学科 教授 

寺倉 克佑 公認会計士・税理士 

区内関係団体の

代表者 

杉田 直子 足立区民生・児童委員協議会 

和田 忍 足立区社会福祉協議会 

特命担当部長 

区職員 中村 明慶 福祉部長 

今井 伸幸 衛生部長 

松野 美幸 子ども家庭部長 

 

（５）選定結果 

   直近の指定管理者評価結果等による書類審査の結果、保育内容・

施設管理等良好であり、選定審査委員の全員が延長可と判定したた

め、２年間の指定期間の延長が内定した。 

 

３ 添付資料 

「足立区立保育所の指定管理候補者の選定について」 

（Ｐ１０～Ｐ１１参照） 

 

今後の方針 
本議案議決後、区と指定管理者との間で変更協定書を締結し、指定期

間を２年間延長する。 
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「足立区立保育所の指定管理候補者の選定について」 

参考資料（社会福祉法人太陽会） 

１ 施設の概要 

（１）所在地 
   足立区新田三丁目１４番３号 
（２）施設規模等 
  ア 構  造  軽量鉄骨２階建 
  イ 延床面積  ４５８．１３平方メートル 
 
２ 指定管理者候補者の概要 

団体名 
（代表者名） 

社会福祉法人太陽会  
（理事長 小倉 將信） 

主たる事務所の 
所在地 

東京都足立区鹿浜五丁目 28 番 18 号 

設立年月日 昭和 53 年 1 月 10 日 
目的 １ 第一種社会福祉事業 

（１）特別養護老人ホームの経営 
２ 第二種社会福祉事業 
（１）保育所の経営   （２）老人短期入所事業の経営 

運営実績 保育所：５施設（うち公設民営保育園３施設） 
特別養護老人ホーム：１施設 

 
３ 保育所運営方針及び年間収支計画の概要 

（１）保育所運営方針の概要 
 ア 太陽会の保育理念 

すてきな なかまと ともにあゆもう 
 イ 太陽会の保育方針 

    ・ 愛されている実感の中で安心して過ごせる 
   ・ 楽しさ、喜び、感動を共感する場としての保育園 
   ・ 人に対する愛情と信頼関係を築き人と関わる力を育む保育園 
 ウ 太陽会の保育方針 
   ・ 心身ともに健康に過ごせる子ども 
   ・ さまざまな経験を積み重ねながら、自分で考え行動できる子ども 
   ・ 大切にされている事を感じ、自分を好きと感じる子ども 
   ・ 仲間と一緒に活動のできる子ども 
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（２）年間収支計画の概要 
 

収入 区委託料等 115,412,225円 

計 115,412,225円 

支出 人件費 93,988,544円 

事業費 9,755,000円 

管理費 11,668,681円 

計 115,412,225円 

収支差額 0円 
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第 ９ ６ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 調停の申立てについて 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立保育所の指定管理者は、足立区との協定に従い足立区立保

育所を管理運営している。足立区が指定管理者との協定に基づき年度

ごとに支払う管理運営経費の執行残額は、協定に基づき一部翌年度以

降への繰越しが認められるほか、積立金として指定管理者が管理する

こととなっている。 

この積立金は、足立区と指定管理者との協定により、指定管理を行

う足立区立保育所の管理運営以外に使用することができず、指定管理

者の収益とすることができないものであるが、足立区への返還等につ

いて定めがないことから、取扱いが不明確な状況が生じた。そこで、

足立区は積立金の一部返還とともに、管理運営経費の執行残額を指定

管理者の保有とすることを認める内容の新協定への移行を提案し、指

定管理者との協議を実施した。その結果、足立区立保育所の指定管理

者１３法人のうち、下記２(１)の相手方を含む４法人を除く９法人に

ついては、合意が成立した。 

しかし、下記２(１)の相手方を含む４法人は、積立金の具体的な使

途や最終的な残額の処理についての意向を示すこともないまま、積立

金の一部返還に応じないにもかかわらず、管理運営経費の執行残額を

相手方らの収益とすることを認める旨の新協定への移行を求めたこと

から、合意に至らなかった。 

そこで、相手方が保有する積立金の使途や返還等の処理、及び今後

使途不明な積立金が発生しない新協定への移行による解決を求め、東

京簡易裁判所への民事調停の申立てを行う。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

   社会福祉法人 江北会 

（東京都足立区江北三丁目１７番４号） 
   理事長 野口 澄夫 

（２）指定管理施設名 

   足立区立さつき保育園 

（３）申立ての趣旨 

   相手方が管理する積立金の返還等 
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（４）平成３０年度末時点の足立区立さつき保育園に係る積立金の額 

   １１７，８０７，４９７円 

 

３ 添付資料 

「公設民営保育園積立金に関する協議の経過について」 

（Ｐ１４～Ｐ１５参照） 

「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ１６～Ｐ２２参照） 

今後の方針 
足立区議会の議決後、速やかに東京簡易裁判所に対し民事調停の申立

てを行う。 
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公設民営保育園積立金に関する協議の経過について 

 

１ 概要 

  足立区公設民営保育園の管理運営経費については、指定管理者との協定書に基づ

きこれまで私立保育園と同一の基準により管理運営経費を支払い、執行残額が生じ

た場合は、管理業務運転資金として翌年度以降に繰り越すことができ、これを積立

金として指定管理者が保有してきた。指定管理者との協定書上、管理運営経費は公

設民営保育園の管理運営業務以外に使用することができないことから、指定管理者

は積立金を収益とすることができないものの、区への積立金の返還等について定め

がなく、取扱いの不明確な積立金が積み上がる状況となっていた。 
  区では、平成２７年度より、積立金について計画的に使用していくよう指導を行

ってきたが、積立金の状況は改善が認められなかった。そこで、平成２９年度から

は、積立金の返還を求めるとともに、指定管理者が積立金の返還に応じた場合には、

管理運営経費の執行残額を指定管理者の保有とすることを認める内容の協定に移

行することとし、指定管理者との協議を進めてきた。 
 
２ これまでの指定管理者との交渉の経過 

平成２７年度～ 
平成２８年度 

積立金の適切な管理と計画的な使用について、 
継続的に指導を実施 

平成３０年３月９日 積立金及び委託料の取扱いの変更についての説明会を実施 
→合意に達することができず 

平成３０年８月 区の委任する弁護士・公認会計士による委託料の執行状況

調査を実施 
→特段の不適切な経理の実態は確認できず 

平成３１年１月１５日 積立金及び委託料の取扱いの変更についての説明会を 
再実施 
→積立金の全額返還を求めたが、反対の法人多数 

平成３１年３月１１日 積立金返還及び委託料の取扱いの変更について依頼文を送

付 
合わせて各園で保持すべきと考える積立金額に関する調査

実施 
→今回調停を行う法人からは調査回答なし 

令和元年６月１８日 全公設民営保育園に対し区が認める積立金額の控除の基準 
（別紙２「公設民営保育園積立金の処理について」参照）を

提示し、残額の返還を求める説明会を実施 
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令和元年７月～８月 各法人との個別の協議を実施 
→９法人１１施設とは一部控除を認めた上での積立金返還

に係る和解、及び委託料の執行残額を収益とすることを認

める新協定を締結することに合意 
令和元年９月２日 区の提案に反対する４法人５施設から、代理人弁護士を通

じ、積立金返還に応じないが、新協定への移行には応じる

旨の通知あり 
令和元年１０月３１日 区及び４法人の代理人間で、区既提案内容について協議 

実施 
→再度４法人側に検討を求める 

令和元年１２月２０日 代理人間での協議において、区から返還額の追加控除を認

める項目等の提案があれば４法人側で検討する旨の回答あ

り 
令和２年３月９日 代理人間の協議において、区からの追加提案（返還方法の

柔軟化、区による修繕実施の検討等）を提示 
令和２年５月１日 ４法人代理人から、区追加提案内容には応じられず、積立

金の返還には応じないが、新協定への移行には応じるとの

通知あり 
  
３ 区が提案した園別の控除額及び返還額一覧 

  「公設民営保育園積立金の処理について」（Ｐ１６～Ｐ２２参照） 
 
４ 区としての今後の対応方針 

区と４法人との協定において積立金の返還や精算等に関する規定がないとはい

え、積立金は、区が管理運営経費として４法人に支払ったものであるから、保育園

の管理運営業務以外に使用することができず、指定管理者の収益とすることができ

ないものである。 
この点、４法人は、積立金は運転資金として保有しており自らの収益とする意向

はないと述べるものの、積立金の保管状況や具体的な使途、使用予定等について、

何ら明確かつ合理的な説明をしないにもかかわらず、区の返還請求を基礎付ける法

的根拠ないし合理的根拠はないとの主張に終始し、新協定への移行には応じるが、

積立金の返還には応じられないと述べるのみであったことから、４法人との協議に

よる合意には至らなかった。 
区としては、管理運営経費が公金から支出されるものであることも踏まえ、相手

方が保有する積立金の使途や返還、及び今後取扱いの不明確な積立金が発生しない

新協定への移行による解決を求め、東京簡易裁判所への民事調停の申立てを行うこ

ととする。 



公設民営保育園積立金の
処理について

1
6



施設別 控除額・返還額算定結果一覧

1
7



１ 平成３０年度末時点の園積立金を全額区に返還する。
ただし、将来的に法人が負担する下記費用については、
法人が保有すべき積立金として控除を認める。

（１）退職金として必要な費用（＝退職給付引当金）
（２）平成３１年度に支払う賞与のうち平成３０年度にかかる期間が

算定期間となる費用（＝賞与引当金）

控除金額算定のポイント(基本的な考え方)

２ 公設民営保育園全園に対し、公平な基準設定を行う。
⇒実際の職員の人数や経験年数も考慮した上で控除額を算定

1
8
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5,000

10,000

15,000

2,836 4,358

(単位：千円）

6,363
8,523

12,034

・実際の職員の経験年数に応じて、指定管理期間中に法人で積み立てる
べき退職金額の増加分を控除する。

・退職金の単価は、東京都中小企業の平均モデル退職金額（※）を適用す
る。
※東京都産業労働局「中小企業の賃金・退職金事情（平成30年度）」の平均額を適用。

退職給付引当金の算定方法について

1
9

1,574

東京都中小企業平均モデル退職金額



例１ 平成３０年度末で経験年数１５年の職員で、指定管理施設が５年目である場合の積算

1,574千円 1,262千円

指定管理開始までに
勤務していた分（経験年数10年）
の退職金額
⇒法人負担分とする

指定管理開始後に
追加で必要となった退職金額
⇒区負担分とする（＝控除対象額）

合計2,836千円
（15年で退職した場合の退職金額）

例２ 平成３０年度末で経験年数４０年の施設長で、指定管理施設が１０年目である場合の積算
⇒施設長のみ、過去に直営園等に勤務していたとみなし、経験年数を半分とみなす

合計4,358千円
（20年で退職した場合の退職金額）

1,574千円 2,784千円

法人負担分
（経験年数10年分）

区負担分
（経験年数20年から経験年数10年の

退職金額を引いたもの）

退職給付引当金の算定方法について

2
0



・国が示す「公定価格」における職種別の月額単価（※）を適用する。

・年間の賞与総額は、「公定価格」で用いている国家公務員給与と同じく、
月額単価の４．４５ヶ月分とする。

・各法人の給与規定に定める、平成３１年度分の賞与の算定対象期間が
平成３０年度にかかる期間に相当する賞与額を控除対象とする。
（ただし、期間の定めのない場合は、他法人の標準期間である５ヶ月とみなす）
※平成３１年３月２８日「『平成３０年度における私立保育所の運営に要する費用について』の一部改正について」の単価を適用。

（表）「公定価格」における職種別単価

職 種 格 付 本俸基準額

施設長（所長） （福）２－３３ ２５６，０００円

主任保育士 （福）２－１７ ２３８、４７６円

保 育 士 （福）１－２９ ２０３，８９８円

調理員等 （行二）１－３７ １７４，６００円

賞与引当金の算定方法について

2
1



年間賞与総額 １，５５２，９４３円（３４８，９７６円×４．４５ヶ月）

例 法人の令和元年６月の賞与支給における平成３０年度中の支給対象期間が５ヶ月
（実支給対象期間：平成３０年１１月１日～平成３１年４月３０日）である場合の施設長の賞与引当金

賞与引当金 ６４７，０５９円

賞与総額の５／１２が、
賞与引当金となる

施設長本俸基準額
２５６，６００円

地域加算
５１，３２０円

処遇改善加算

４１，０５６円

賞与引当金の算定方法について

施設長の月額給与額 ３４８，９７６円
（人件費分処遇改善加算が１６％の場合）

2
2
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第 ９ ７ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 調停の申立てについて 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立保育所の指定管理者は、足立区との協定に従い足立区立保

育所を管理運営している。足立区が指定管理者との協定に基づき年度

ごとに支払う管理運営経費の執行残額は、協定に基づき一部翌年度以

降への繰越しが認められるほか、積立金として指定管理者が管理する

こととなっている。 

この積立金は、足立区と指定管理者との協定により、指定管理を行

う足立区立保育所の管理運営以外に使用することができず、指定管理

者の収益とすることができないものであるが、足立区への返還等につ

いて定めがないことから、取扱いが不明確な状況が生じた。そこで、

足立区は積立金の一部返還とともに、管理運営経費の執行残額を指定

管理者の保有とすることを認める内容の新協定への移行を提案し、指

定管理者との協議を実施した。その結果、足立区立保育所の指定管理

者１３法人のうち、下記２(１)の相手方を含む４法人を除く９法人に

ついては、合意が成立した。 

しかし、下記２(１)の相手方を含む４法人は、積立金の具体的な使

途や最終的な残額の処理についての意向を示すこともないまま、積立

金の一部返還に応じないにもかかわらず、管理運営経費の執行残額を

相手方らの収益とすることを認める旨の新協定への移行を求めたこと

から、合意に至らなかった。 

そこで、相手方が保有する積立金の使途や返還等の処理、及び今後

使途不明な積立金が発生しない新協定への移行による解決を求め、東

京簡易裁判所への民事調停の申立てを行う。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

   社会福祉法人 高砂福祉会 

（千葉県流山市おおたかの森東四丁目９９番地の４） 
   理事長 篠塚 雅之 

（２）指定管理施設名 

   足立区立東保木間保育園 

（３）申立ての趣旨 

   相手方が管理する積立金の返還等 
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（４）平成３０年度末時点の足立区立東保木間保育園に係る積立金の額 

   ４１，６２２，４４２円 

 

３ 添付資料 

「公設民営保育園積立金に関する協議の経過について」 

（Ｐ１４～Ｐ１５参照） 

「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ１６～Ｐ２２参照） 

 

今後の方針 
足立区議会の議決後、速やかに東京簡易裁判所に対し民事調停の申立

てを行う。 
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第 ９ ８ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 調停の申立てについて 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立保育所の指定管理者は、足立区との協定に従い足立区立保

育所を管理運営している。足立区が指定管理者との協定に基づき年度

ごとに支払う管理運営経費の執行残額は、協定に基づき一部翌年度以

降への繰越しが認められるほか、積立金として指定管理者が管理する

こととなっている。 

この積立金は、足立区と指定管理者との協定により、指定管理を行

う足立区立保育所の管理運営以外に使用することができず、指定管理

者の収益とすることができないものであるが、足立区への返還等につ

いて定めがないことから、取扱いが不明確な状況が生じた。そこで、

足立区は積立金の一部返還とともに、管理運営経費の執行残額を指定

管理者の保有とすることを認める内容の新協定への移行を提案し、指

定管理者との協議を実施した。その結果、足立区立保育所の指定管理

者１３法人のうち、下記２(１)の相手方を含む４法人を除く９法人に

ついては、合意が成立した。 

しかし、下記２(１)の相手方を含む４法人は、積立金の具体的な使

途や最終的な残額の処理についての意向を示すこともないまま、積立

金の一部返還に応じないにもかかわらず、管理運営経費の執行残額を

相手方らの収益とすることを認める旨の新協定への移行を求めたこと

から、合意に至らなかった。 

そこで、相手方が保有する積立金の使途や返還等の処理、及び今後

使途不明な積立金が発生しない新協定への移行による解決を求め、東

京簡易裁判所への民事調停の申立てを行う。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

   社会福祉法人 高砂福祉会 

（千葉県流山市おおたかの森東四丁目９９番地の４） 
   理事長 篠塚 雅之 

（２）指定管理施設名 

   足立区立伊興大境保育園 

（３）申立ての趣旨 

   相手方が管理する積立金の返還等 
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（４）平成３０年度末時点の足立区立伊興大境保育園に係る積立金の額 

   ９５，７４３，７４２円 

 

３ 添付資料 

「公設民営保育園積立金に関する協議の経過について」 

（Ｐ１４～Ｐ１５参照） 

「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ１６～Ｐ２２参照） 

 

今後の方針 
足立区議会の議決後、速やかに東京簡易裁判所に対し民事調停の申立

てを行う。 
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第 ９ ９ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 調停の申立てについて 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立保育所の指定管理者は、足立区との協定に従い足立区立保

育所を管理運営している。足立区が指定管理者との協定に基づき年度

ごとに支払う管理運営経費の執行残額は、協定に基づき一部翌年度以

降への繰越しが認められるほか、積立金として指定管理者が管理する

こととなっている。 

この積立金は、足立区と指定管理者との協定により、指定管理を行

う足立区立保育所の管理運営以外に使用することができず、指定管理

者の収益とすることができないものであるが、足立区への返還等につ

いて定めがないことから、取扱いが不明確な状況が生じた。そこで、

足立区は積立金の一部返還とともに、管理運営経費の執行残額を指定

管理者の保有とすることを認める内容の新協定への移行を提案し、指

定管理者との協議を実施した。その結果、足立区立保育所の指定管理

者１３法人のうち、下記２(１)の相手方を含む４法人を除く９法人に

ついては、合意が成立した。 

しかし、下記２(１)の相手方を含む４法人は、積立金の具体的な使

途や最終的な残額の処理についての意向を示すこともないまま、積立

金の一部返還に応じないにもかかわらず、管理運営経費の執行残額を

相手方らの収益とすることを認める旨の新協定への移行を求めたこと

から、合意に至らなかった。 

そこで、相手方が保有する積立金の使途や返還等の処理、及び今後

使途不明な積立金が発生しない新協定への移行による解決を求め、東

京簡易裁判所への民事調停の申立てを行う。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

   社会福祉法人 じろう会 

（埼玉県戸田市上戸田一丁目２３番８号） 
   理事長 久芳 敬裕 

（２）指定管理施設名 

   足立区立新田さくら保育園 

（３）申立ての趣旨 

   相手方が管理する積立金の返還等 
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（４）平成３０年度末時点の足立区立新田さくら保育園に係る積立金の

額 

   ３４１，０４４，１５８円 

 

３ 添付資料 

「公設民営保育園積立金に関する協議の経過について」 

（Ｐ１４～Ｐ１５参照） 

「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ１６～Ｐ２２参照） 

 

今後の方針 
足立区議会の議決後、速やかに東京簡易裁判所に対し民事調停の申立

てを行う。 
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第 １ ０ ０ 号 議 案 説 明 資 料  

令和２年７月３日 

件 名 調停の申立てについて 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立保育所の指定管理者は、足立区との協定に従い足立区立保

育所を管理運営している。足立区が指定管理者との協定に基づき年度

ごとに支払う管理運営経費の執行残額は、協定に基づき一部翌年度以

降への繰越しが認められるほか、積立金として指定管理者が管理する

こととなっている。 

この積立金は、足立区と指定管理者との協定により、指定管理を行

う足立区立保育所の管理運営以外に使用することができず、指定管理

者の収益とすることができないものであるが、足立区への返還等につ

いて定めがないことから、取扱いが不明確な状況が生じた。そこで、

足立区は積立金の一部返還とともに、管理運営経費の執行残額を指定

管理者の保有とすることを認める内容の新協定への移行を提案し、指

定管理者との協議を実施した。その結果、足立区立保育所の指定管理

者１３法人のうち、下記２(１)の相手方を含む４法人を除く９法人に

ついては、合意が成立した。 

しかし、下記２(１)の相手方を含む４法人は、積立金の具体的な使

途や最終的な残額の処理についての意向を示すこともないまま、積立

金の一部返還に応じないにもかかわらず、管理運営経費の執行残額を

相手方らの収益とすることを認める旨の新協定への移行を求めたこと

から、合意に至らなかった。 

そこで、相手方が保有する積立金の使途や返還等の処理、及び今後

使途不明な積立金が発生しない新協定への移行による解決を求め、東

京簡易裁判所への民事調停の申立てを行う。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

   株式会社 日本保育サービス 

（愛知県名古屋市東区葵三丁目１５番３１号 千種ニュータワービ

ル１７階） 

   代表取締役 古川 浩一郎 

（２）指定管理施設名 

   足立区立五反野保育園 
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（３）申立ての趣旨 

   相手方が管理する積立金の返還等 

（４）平成３０年度末時点の足立区立五反野保育園に係る積立金の額 

   ４０，８６６，８４３円 

 

３ 添付資料 

「公設民営保育園積立金に関する協議の経過について」 

（Ｐ１４～Ｐ１５参照） 

「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ１６～Ｐ２２参照） 

 

今後の方針 
足立区議会の議決後、速やかに東京簡易裁判所に対し民事調停の申立

てを行う。 
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